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要  旨  
 

1. 報告書の名称  
研究分野を横断する滞在型共同研究推進の必要性  

 
2. 報告書の内容  

1) 作成の背景  
  ２１世紀において、我々が直面している課題は、従来の手法で解

明するには極めて複雑であり、異質な要素を多く含むものである。

このような新しいタイプの課題を解決するためには、専門分野の異

なる研究者間の交流を通して、新しい視点からのアプローチをして

いくことが必要である。学問領域を超えて国際的研究活動を組織し、

科学と技術で世界をリードすることが、我が国に求められている。

さらに、アジアにおける中核的な拠点を形成しグローバル・ネット

ワークのハブとなり、アジア諸国の研究者の才能を最大限に発揮す

る場を提供することが求められている。  
以上をふまえ、我が国における研究の在り方として、特に共同利

用研究所など共同研究の在り方について現状分析を国際的視野で行

った。  

2) 現状と課題  
基礎研究、特に理論的研究は研究者個人の創造的活動であり、研

究者個人の創意を個性的に発展させると同時に、そのような個人が

時間と空間を共有して相互に触発することが最も重要である。コペ

ンハーゲンのニールスボーアの下に集まった若い研究者たちが数ヶ

月から数年間滞在して、新しい自然科学の発展に、互いに刺激しあ

いながら、それぞれの才能を花開かせたのである。この経験を踏ま

え、戦後は、組織的に滞在型国際共同研究を行う拠点が欧州に   

設けられた。欧州原子核研究センター（CERN：Centre Européene de 
Recherche Nucléaire）、国際理論物理学センター（ ICTP： International 
Center for Theoretical Physics）などである。また米国においてもサン
タバーバラの理論物理学研究所などが恒常的に滞在型国際共同研究

を行う拠点となって成果をあげている。これらは、滞在型研究を  

行う国際的機関として定着している。  



  

我が国に国際的な滞在型共同研究プログラムが構築されることに

対するアジア各国の物理学コミュニティの期待は大きい。なぜならば、

アジア地域には国際的滞在型共同利用研究機関として顕著な活動し

ているところがまだなく、一方で、それぞれの国・地域の学術研究が

進んできており、地域的な課題にも積極的に対応して行く必要性が生

じてきている。したがって、比較的近いところで滞在型共同研究を行

うことへのニーズが高まってきているからである。  

3) 提言の内容  
  滞在型国際共同研究プログラムとして、まず全国共同利用研究機関
が公募などを通じて積極的に研究課題を集め、総合的な見地から研究

課題を設定し、それをもとに研究者や研究グループによる滞在型国際

共同研究の実績を積み上げた上で、欧州の国際共同研究機関のような、

組織的にも運営的にも真に国際的という名に値する滞在型国際共同

研究の恒常的体制を構築する。特に、アジアにおける中核的な拠点を

形成し、我が国及びアジア諸国の研究者が自己の才能を最大限に発揮

し、交流する場を提供することは、我が国が国際社会で占める地位を

高めることになる。  
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１．２１世紀の科学の新たな展開 

 
 科学は実験的手法による新現象の発見と理論的洞察による原理・法則の発

見によって発展してきた。実験によって見出された新現象は理論的な解析に

よって理解が深められ、その成果が人類の知的財産となって社会の発展を支

える技術を生み出してきた。さらに、１９９０年代にはテラフロップスを超

す高速性能のコンピュータが実現し、複雑な現象に関して、様々なレベルの

モデルを直接数値的に解析して、現象の機構の解明することを可能とする計

算科学の技術が大きく発展してきている。２１世紀の科学と技術は、従来の

実験的研究、理論的研究にさらに計算科学研究を加えた新しい研究手法を形

成して発展していく時代である。 
 

 科学と技術の課題の複雑化 

 最近、我々の生活空間は拡大し大きな質的変化を遂げており、それに伴い

人類を取り巻く環境が大きく変貌している。この変化に対応して、科学と技

術の研究分野は急速に拡がり、我々が究明し解決しなければならない研究課

題の内容も急激に変化してきた。物理科学においては、物質の究極の構成要

素の理解が理論の更なる飛躍を求め、宇宙の果てへの知識が広がるとともに

流転する自然の法則が希求されている。生命科学の発展は環境とともに変遷

する生命現象を研究対象にしてきており、脳科学では「心」を研究する手法

が模索され始めている。総合的な見地からは、地球規模で生じる現象は人類

の未来を危うくする兆候を含んでいる。その転変する状態の過去と現在に亘

る的確な把握と未来を予測する法則の発見とそれに則った対応策の提言は

現代科学技術の最大の課題である。２０世紀が量子力学という新しい研究手

法で物質の本質を解明し、それを基にして社会を豊かにする技術を創出した

ように、21世紀の我々は新しい研究手法を創出して物質、生命、地球環境を
理解しその複雑さをひもとき、人類の未来を築く新しい科学技術を生み出さ

なければならない。 
 
 総合的見地の必要性 

 ２１世紀型の科学は真理を求めて掘り下げる活動に付け加えて、総合的な

見地から分野を超えた課題を設定し、それをひとつの課題とみなしてその本

質を明らかにし、回答を与えなければならない。 
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２．２１世紀を拓く研究をどう進めるか 

 

 ２０世紀の科学は、実験による新発見とともに、量子力学を基礎とする現

代物理学の成果に牽引されて発展してきた。その発展を支えたのは、技術の

進歩による実験科学の精密化であり、また、現代科学の成果は技術の進歩を

もたらし、我々の生活の利便性を高めてきたが、一方で、技術の進歩による

生産活動の大型化は環境に負荷を与えることになってきた。また、情報通信

手段の高度化によって瞬時にして情報が世界を巡る状況にある。このことは、

個々の人間と周囲の環境の関わりが複雑でかつグローバル化していること

を意味する。つまり、21世紀においては、課題の複雑化とグローバル化に対
応して、総合的見地と同時に精緻な洞察が求められているのである。その事

態に対応するためには、計算科学などの新しい方法を駆使した精密な定量性

とともに、横断的な洞察も必要となる。その方策として、研究分野を横断  

する課題決定の仕組みを構築し、その遂行を可能にする総合的見地に立った 

滞在型研究の重要性をここに提案する。 
 

基礎研究において滞在型研究の果たした役割 

基礎研究、特に理論的研究は研究者個人の創造的活動であり、研究者個人

の創意を個性的に発展させることが最も重要である。しかし、古くは逍遙学

派、また近くはコペンハーゲンのニールスボーアの下に集まった若い研究者

たちが量子力学の誕生に中心的な役割を果たしたように、創造性豊かな研究

者が互いに触発しあい協力することで、その才能がさらに大きく開花し、 

学術の進展に貢献できたことも確かである。そのためには、各自が独自の発

想で取り組む思考作業と、問題点をより明確にする密度の高い討論が日常的

に行われる場と、それを支える精神的環境が必要である。 
コペンハーゲンにはヨーロッパを中心にアメリカや日本からも若い研究

者が集まり、数ヶ月から数年間滞在した。現代科学の萌芽期にあった日本か

ら若い仁科芳雄がニールスボーアに宛てて書いた「３ヶ月滞在したいので受

け入れて頂けないか」という手紙が、記録として残っている。その願いがか

なえられた仁科はやがて電子による光子散乱の理論を纏める業績を挙げて

帰国した。その後、仁科は、湯川秀樹、朝永振一郎などの若い研究者に、   

ヨーロッパを中心として完成途上にある量子力学を生の声で教授して、彼ら

が育てることができた。さらには、サイクロトロンによる研究や宇宙線の研

究を主導して、我が国の原子核・素粒子研究および宇宙線研究の基礎を築い
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た。このような滞在型研究が現代物理学の創成に大きな役割をはたしたのは、

ニールスボーアという強い指導者があってのことによるところが大きい。 
戦後は、欧州において欧州原子核研究センター（CERN：Centre Européene 

de Recherche Nucléaire）や国際理論物理学センター（ICTP：  International 
Center for Theoretical Physics）など名実共に国際的な滞在型共同研究機関が
創立され、組織的に滞在型国際共同研究を行う拠点となった。また米国にお

いてもサンタバーバラの理論物理学研究所などが恒常的に滞在型国際共同

研究を行う拠点となって成果をあげている。これらは、コペンハーゲンにお

けるニールスボーアのような強力な個性が科学者をリードしていくという

よりは、滞在型研究を行う国際的機関として定着している。例えば、ICTP
は、第三世界の科学を振興するというミッションを明確にして、滞在型で多

くの国際的かつ学際的な科学者の「出会い」を実現している。近年、カバー

する領域を理論物理学から物性科学、計算機科学などに漸次拡大して、さら

に、環境問題（水資源問題など）も共同研究テーマとして、様々な課題をか

かえる様々な地域（特にアフリカ諸国）の研究者が滞在して学際的国際的研

究を行っている。世界が共同で推進しようとする国際熱核融合炉（ITER： 
International Thermonuclear Experimental Reactor）や、中東地域に放射光施設
を作る国際的プロジェクト「中東における実験科学と応用のためのシンクロ

トロン放射光」 (SESAME：Synchrotron-light for Experimental Science and 
Applications in the Middle East)についても、理論研究の側面から人材を養成
することを計画している。ICTPは研究所長とボードメンバーによる他分野
の研究者の集団指導体制で運営されている。 

 
２１世紀型課題に対する異分野間交流の必要性 

既に述べたように２１世紀に我々が直面している課題は、従来の手法で解

明するには極めて複雑であり、異質な要素を多く含むものである。このよう

な２１世紀型課題を解決するためには、各専門分野に特化することなく、こ

のような新しいタイプの課題を解決するためには、専門分野の異なる研究者

間の交流を通して、新しい視点からのアプローチにより問題のありかを明確

にする必要がある。それに応じて共同研究による新しい研究手法の開拓や計

算科学による現象の解析などの研究活動が展開さなければならない。計算科

学研究自体も広がりを見せており、個々の現象の発見や再現から展開し、法

則を帰納的に見いだすなど革新的取り組みが期待される。こうして、より広

範な事象を記述できる理論を構築し、また、計算科学による現象のより高精
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度な解析が可能になれば、問題解決の道筋も明らかになるであろう。 
21世紀の複雑でかつグローバル化した課題を解決する上で、我が国が学問

領域を超えた滞在型国際共同研究のための体制を構築し、国際的共同研究の

ネットワークの拠点の一つとなることが重要である。それによって、我が国

が21世紀の科学と技術において、真に世界をリードして人類の知的資産の増
加に貢献してゆくことができるのである。 

 
アジアにおける中核的拠点 

特に、アジアにおける中核的な拠点を形成しグローバル・ネットワーク

のハブとすることは、アジア諸国の研究者に自己の才能を最大限に発揮す

る場を提供し、また、それぞれの国が抱える重要課題の解決に貢献する場

として活用することも可能になる。日本は現在強いリーダーシップを潜在

的に持っているが、これまで、国際的共同利用という名に値する研究機関・

体制を構築することは我が国において積極的に取り組まれてこなかった。

このことが我が国の研究者、研究機関が国際的に見えにくい要因であった

とも言える。一方で、添付資料にあるように、我が国に国際的な滞在型共

同研究プログラムが構築されることに対するアジア各国の物理学コミュニ

ティの期待は大きい。なぜならば、アジア地域には国際的滞在型共同利用

研究機関として顕著な活動しているところがまだなく、一方で、それぞれ

の国・地域の学術研究が進んできており、地域的な課題にも積極的に対応

して行く必要性が生じてきている。したがって、比較的近いところで滞在

型共同研究を行うことへのニーズが高まってきているからである。 
 
 

３．滞在型共同研究の構築に向けて 

 
共同利用研を活かして研究者間のネットワーク構築 

 我が国は第二次世界大戦後の困難な状況の中で、全国共同利用研究所のシ

ステムを創出して、少ない予算を最大限に活用することに成功し、施設の公

開や共同利用を進めてきた。現在、共同利用研究所は国立大学共同利用研究

機構と国立大学附置の共同利用研究所・センターに分類されていて、ほぼ全

領域をカバーできるほどの広い学問分野に亘っている。 
21世紀型課題に対応するために、共同利用研究所等の研究者やグループを

ネットワーク化し、特定の課題について研究拠点を定め、その研究に必要な
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研究分野の研究者あるいは新しいアイデアを持つ研究者の参加を得て研究

を進める仕組みを構築する。研究は、少数のメンバーが研究拠点に一定期間

滞在して協同研究を行う滞在型共同研究、メンバーが数日あるいは1～２週
間滞在して討論及び定式化あるいは計算などを分担して行うワークショッ

プ、問題点を整理する討論集会、ネットワークを駆使した情報交換や共同  
研究作業など、課題ごとに最も効率的な研究方法をとることができる。      
中でも近年その有効性が世界で強く認識され、欧米の理論研究所で既に行わ

れ成果をあげている「滞在型国際研究集会」あるいは「滞在型プログラム」

と呼ばれるものは、国際公募により設定された一つのテーマに関して1－6
ヶ月の長期にわたって研究会を開き、延べ50名から100名ほどの世界の第一
線の参加研究者が、それぞれ数週間以上の比較的長期に滞在し、その場で議

論を深め共同研究を行うというものである。理論的解析を中心に行う研究プ

ログラムにおいても、関連した実験グループ、あるいは数値シミュレーショ

ングループが参画することが重要である。 
 

 滞在型国際共同研究 

 このように広い研究分野に属する研究者が集まって、滞在型国際共同研究

集会、ワークショップ、シンポジウムをおこなうシステムには、ハードの建

設のように巨額の国費を投入する必要はない。しかし、研究者が研究テーマ

に応じて移動し、また研究拠点に滞在して研究を進めるソフトな研究システ

ムを運営する経費が必要である。滞在型国際共同研究の課題や研究リーダー

は科学者コミュニティ（例えば、全国共同利用研究機関に関わる研究者群な

ど）が創意工夫したものを提案する。たとえば、滞在型国際研究集会のテー

マは、国内外を問わず研究者コミュニティが提案をし、共同利用研究機関等

のサポートのもとで、意欲ある研究者や研究グループが中心になってその課

題を発展させ、段階的に戦略的に成果を得ることができる道をひらき、速い

研究展開に迅速に対応できるようにする。 
滞在型の国際共同研究の重要性については、既に平成６年（１９９４年）

５月２６日、日本学術会議第１１８会総会において「新しい方式の国際研究

所の設立について」（勧告）が採択され、具体的に「数理科学国際研究所」

として、広く自然科学だけでなく、社会科学、人文科学も視野に入れた学際

的な研究交流を目指す組織の必要性が指摘されている。しかしながら、この

勧告は、そのままの形では実現されていない。 
しかしながら、個々には、研究者コミュニティーが協力して、滞在型の研



 

 6

究集会を開催してきた。例えば、基礎物理学研究所において、1997年に「両
親媒系に関する国際ワークショップ」(International Workshop on Amphiphilic 
Systems)、2004年に「強相関電子系の物理に関する国際シンポジウム」
(International Symposium on Physics on Strongly Correlated Electrons) がそれ
ぞれ３週間、滞在型として開催された。それぞれ、物理学と化学を含む広い

領域をカバーし、理論と実験、基礎から応用までを含むものであり、国際的

滞在型共同研究の実績を挙げてきた。しかしながら、そのような滞在型共同

研究を目的とする定常的な予算、施設を欠くことから、募金も含めた予算や

施設の確定に時間と労力を要し、長期的な年次計画を立てて準備を進める余

裕がないことも事実である。現在の国内体制では、毎年、このような滞在型

研究集会を開催することは困難で、ましてや、欧米における一ヶ月以上の長

期に及ぶ滞在型研究集会のようなものを我が国において実現させることは、

その有効性の認識にも関わらず不可能な状況にある。 
本対外報告における滞在型国際共同研究は、平成６年の勧告における構想

と同様に学際的、国際的研究交流を目指すものである。状況の変化としては、

今世紀に入って、世界的な課題の解決が、異分野の科学者の協同によっての

み可能である、との認識がいよいよ高まってきたという状況がある。また、

アジア太平洋地域との研究交流も格段に進展してきていて、アジア太平洋地

域の科学者コミュニティ（特にアジア太平洋物理学会連合に参加する各国の

物理学コミュニティ）からも滞在型国際共同研究がアジア地域で実施される

ことへの期待が強い。したがって、滞在型国際共同研究は、さらに現実的な

必要性として強く求められているのである。 
 
 

４．まとめ 

 
 ２１世紀に直面する学術的課題・社会的課題は、新たな学問的方法論の創

成を必要としており、そのためには分野を超えた共同研究推進が必須である。 
 国内の全国共同利用研究機関を創設し育成してきた日本の科学コミュニ

ティと行政の歴史を踏まえて、国際的に２１世紀型問題解決を先導すること

は、科学技術立国を国策とする我が国が品格ある国家を目指す最適な方法で

ある。 
 具体的方策の一つとして、上記のような滞在型国際共同研究プログラムを

提案する。まず科学者コミュニティ（例えば、全国共同利用研究機関に関わ
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る研究者群など）が分野を超えた広い研究課題を設定し、それをもとに研究

者や研究グループをネットワーク化してゆく。その課題を推進する具体的な

活動形態は滞在型共同研究、滞在型国際研究集会、ワークショップや討論集

会、情報交換や共同研究、等多元的な要素からなる。 
 そのようなプログラムを通して、滞在型国際共同研究の実績を積み上げた

上で、欧州の国際共同研究機関のような、組織的にも運営的にも真に国際的

という名に値する滞在型国際共同研究の恒常的体制を構築することになる

であろう。 
 特に、アジアにおける中核的な拠点を形成し我が国及びアジア諸国の研究

者に自己の才能を最大限に発揮する場を提供することは、我が国が国際社会

で占める地位を高めることとなる。 
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添付資料 
 

滞在型国際共同研究推進を支持するアジア太平洋地域の物理学会会長の 

手紙 
1. Tien T. Tsong, President of Association of Asian-Pacific Physical Societies 
2. Pak Ming Hui, President of The Physical Society of Hong Kong 
3. Phan Hong Khoi, President of Vietnam Physcal Society 
4. V. C. Sahni, President of Indian Physics Association 
5. Gantsog Ts, President of Physical Society of Mongolia 
6. David N. Jamieson, President of Australian Institute of Physics 
7. Maricor Soriano, President of Physics Society of the Philippines 
8. Thiraphit Vilaithong, President of Thai Institute of Physics 
9. Chia Swee Ping, President of Malaysian Institute of Physics 
10. Jie Zhang, on behalf of Prof. Guozhen Yang, President of Chinese Physical 

Society 
11. Chae Ok Kim, President of The Korean Physical Society 
 
 







 

Vietnamese Academy of Science and Technology 
   Vietnam Physical Society 

INSTITUTE OF MATERIALS SCIENCE 

18 Hoang Quoc Viet Str. Cau Giay Distr. Hanoi, Vietnam 

 
 

Hanoi April 1, 2004 

 

Dear Prof. Kazuo Kitahara, 

Chairman, Committee of Physics, the Science Council of Japan, 

 

Vietnam Physical Society appreciates your proposal on “Long-staying international collaboration 

program on basic science” to Japan government. 

 

It is the time to make Asia and West Pacific to be the third pole of basic science after USA and Europe.  

For this purpose, we should make our Association of Asia Pacific Physical Societies (AAPPS) to be 

more active in international collaboration. 

 

Your proposal is very much timely for the activation and we would like to support you to submit the 

proposal to your steering committee. 

 

When the proposal is funded by Japanese government, we would like to collaborate and promote the 

program so that the program is very active and fruitful not only for expanding the frontier of basic 

science but also for the promotion of the education of young scientists in the world, especially in 

Asian and west Pacific areas 

 

Sincerely yours, 

 

Prof. Phan Hong Khoi 

 
President Vietnam Physical Society  

Vietnam 

 









SAMAHANG PISIKA NG PILIPINAS
c/o National  Institute of  Physics

College of  Science, Universi ty of  the Philippines Diliman
1101  Quezon City,  Philippines

Telefax (+63 2) 436  5341     http: //www.nip.upd.edu.ph/spp

7 April 2005

Prof. Kazuo Kitahara
Chairman, Committee of Physics
Science Council of Japan 

Dear Prof. Kazuo Kitahara,

The Physics Society of the Philippines supports your proposal on “Long-staying international
collaboration program on basic science” to Japan government.

Our society endorses the move to make the Association of Asia Pacific Physical Societies
(AAPPS) more active in international collaboration. It is the time to make Asia and West Pacific
to be the third pole of basic science after USA and Europe.

Your proposal is very much timely and we stand behind you as you submit the proposal to your
steering committee.

When the proposal is funded by Japanese government, we would like to collaborate and promote
the program so that the program is very active and fruitful not only for expanding the frontier of
basic science but also for the promotion of the education of young scientists in the world,
especially in Asian and west Pacific areas.

Sincerely yours,

Dr. Maricor Soriano
President 2005-2006
Physics Society of the Philippines
c/o National Institute of Physics 
University of the Philippines, Diliman Quezon City
Philippines

Dr. Maricor N. Soriano msoriano@nip.upd.edu.ph



7 April 2005

Our reference: TIP.IS/200S

Dear Prof. Kazuo Kitahara,

The Thai Institute of Physics appreciates your proposal on "Long-staying
international collaboration program on basic science" to Japan government.

It is the time to make Asia and West Pacific to be the third pole of basia science
after USA and Europe. For this purpose, we should make our Association of
Asia Pacific Physical Societies (AAPPS) to be more active in international
collaboration.

Your proposal is very much timely for the activation and we would like to
support you to submit the proposal to your steering committee.

When the proposal is funded by Japanese government, we would like to
collaborate and promote the program so that the program is very active and
fruitful not only for expanding the frontier of basic science but also for the
promotion of the education of young scientists in the world, especially in Asian
and west Pacific areas.

Sincerely yours,

-If ~~
Prof. Dr. Thiraphat Vilaithong)
President

Thai Institute of Physics
&

Director, Fast Neutron Research Facility
Chiang Mai University
THAILAND
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Chiang Mai University
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Chiang Mai University
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